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４ ． 社 会 情 勢 の 変 化 に つ い て  

本市のまちづくりを考える上で重要となる社会情勢の変化について、全国と草津市の状況や課題等

を以下のとおり整理します。 

 

超 高 齢 ・人 口 減 少 社 会 への対 応 と地 方 創 生 の深 化 に向 けて 

全国 

国の総人口は、平成２７年の国勢調査によると、１億２，７０９万４，７４５人であり、

平成２２年の国勢調査と比べ、９６万２，６０７人減少し、総人口に占める１５歳未満人

口も昭和５５年以降減少が続いています。また、６５歳以上の人口割合は、昭和２５年以降

増え続けており、すでに超高齢社会（※１）を迎えています｡ 

今後においても、人口減少と少子高齢化の進行により、労働力人口（生産年齢人口）の減

少や国内需要の減少による経済規模の縮小に加え、２０２５年問題（※２）、さらには２０４

０年問題（※３）による医療や介護、年金等をはじめとする社会保障費の増大など、社会経済、

ひいては地方財政に大きな影響を及ぼすことが予想されています。 

こうした中、国では、若い世代の就労・結婚・子育てへの希望の実現や誰もが活躍できる地域

社会の構築、また、地方への人の流れを生み出す仕組みづくり（関係人口（※４）の創出・拡大

等）など、地方創生の深化に向けた施策に積極的に取り組んでいます。各自治体においても、地

域の特性に応じた課題の解決に向けた魅力あるまちづくりへの取組を推進していく必要があります。 

草津市 

本市では、総合計画に基づき将来を見据えたまちづくりを進めてきたことにより、全国的に人口

減少や少子高齢化が急速に進行する中、人口は今なお増加していますが、すでに超高齢社会を

迎えており、また、生産年齢人口比率の低下などによる人口構造の変化や一部の郊外部では既

に人口減少が進行するなどの課題が現れています。 

こうした中、誰もが健康で安心して末永く暮らせるまちづくりや出産・子育てしやすい環境整備、

地域経済の活性化など、地方創生に向けた施策に取り組んでいます。今後は、人口減少局面で

生じる様々な課題の影響を最小限に食い止めつつ、本市の持つ強みを生かし、さらに魅力的で持

続可能なまちを目指した取組をより一層進める必要があります。 

 

（※１）高齢者（６５歳以上）の割合が全人口の２１％を超えた社会のこと。 

（※２）団塊の世代（１９４７年～１９４９年生まれ）が２０２５年頃までに後期高齢者（７５歳以上）となることにより、医

療費など社会保障費の増大が懸念される問題のこと。 

（※３）団塊ジュニア世代（１９７１年～１９７４年生まれ）が２０４０年頃までに高齢者（６５歳以上）となることにより、高

齢化率がピークを迎え、社会保障費の増大に加え、生産年齢人口の大幅な減少が懸念される問題のこと。 

（※４）関係人口とは移住した定住人口でもなく、観光に来た交流人口でもない、地域や地域の人々と多様に関わる人々のこと。 
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地 域 共 生 社 会 の実 現 に向 けて  

全国 

これまでの制度や分野ごとの「縦割り」や「支え手」、「受け手」という関係を超えて、地域住民や

地域の多様な主体が地域の課題を「我が事」と捉え、人と人、人と資源が世代や分野を超えて

「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を共に創っていく「地域共生社

会」の実現に向けた取組が進められています。 

また、在住外国人の生活に関する様々な課題について検討する動きが進んでおり、全国的に在

住外国人に関する政策への関心が高まっています。在住外国人を日本社会の一員と捉え、多様

な国籍や民族などの背景を持つ人々がそれぞれの文化的アイデンティティを発揮できる多文化共

生社会の実現が必要となっています。 

草津市 

本市では、子ども・高齢者・障害者などすべての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め

合うことのできる「地域共生社会」の実現に向けた取組を進めていますが、支援を必要とする人や

世帯の抱える課題はますます複雑・多様化しており、従来の公的サービスだけでは対応が困難なケ

ースがさらに増えることが見込まれています。 

こうした中、「地域共生社会」の実現に向けては、地域包括ケアシステム（※５）の考え方を「困

難を持つあらゆる人を地域で支えるための仕組み」に深化させるため、住民自らが地域課題を「我

が事」と捉え、解決に取り組む地域づくりを進めるとともに、これまでの対象者ごとの福祉サービスに

ついて、複合的課題に対して包括的支援ができるよう、「縦割り」から「丸ごと」への転換を推進する

必要があります。 

また、外国人住民の増加により、今後は永住・定住の傾向もさらに高まってくることを鑑み、従来

の外国人支援の視点を越えて生活者・地域住民として誰もが活躍できる多文化共生社会の実現

に向けた取組を進めていく必要があります。 

 

（※５）住み慣れた地域で自分らしい生活を人生の最後まで続けることができるよう、「住まい」、「医療」、「介護」、「予防」、「生活支

援」が切れ目なく一体的に提供される体制のこと。 

 

生 涯 活 躍 できる人 づくりに向 けて  

全国 

寿命の延伸や医療技術の進歩に伴い、「人生１００年時代」が到来すると予見されており、

１００年という長い期間をより充実させるためには、幼児教育から小・中・高等教育、大学教育、

さらには社会人、高齢者の学び直しにいたるまで、生涯にわたる学習が必要です。また、個人の価

値観やライフスタイルの多様化に伴い、心の豊かさや生活の質の向上を求める意識が高まっていま



 

16 

 

す。 

草津市 

本市では、誰もが楽しく生きがいを感じ、生涯を通じて自己を高めることができるよう、学習機会

の充実に努めています。 

また、家庭・地域社会や大学等との連携のもと、より質の高い就学前教育・保育を提供すると

ともに、生きる力を育む教育や学校の教育力を高める取組を推進しています。 

こうした中、人生１００年時代を迎えるにあたり、学びやスポーツを通した“生きがい発見”の機

会づくりは、市民が生涯にわたって心も体も健やかで幸せに過ごすうえでますます欠かせないものとな

っており、これらを支援する取組を進める必要があります。さらに、この人生１００年時代を健康で

いきいきと暮らすためには健康寿命の延伸などの取組を進める必要があります。 

また、将来を担う次世代が、急速に変化する社会においても自らの個性を伸ばし、人生を歩むた

めの基礎・基本となる生きる力を身につけられるよう、就学前の教育・保育内容の更なる充実を図

るとともに、これまで積み上げてきたＩＣＴを活用した教育など、本市の強みを生かした教育をさら

に推進していく必要があります。 

 

安 全 ・安 心 なまちづくりに向 けて  

全国 

近年、大規模な地震が発生していることに加え、津波による甚大な被害、台風や局地的豪雨

などの水害や土砂災害などのこれまでに経験したことのない災害が発生している中、とりわけ、南海

トラフ地震については、マグニチュード８～９クラスの巨大地震が、今後３０年以内に７０％程度

の確率で発生し、本市を含めた広域に被害が及ぶことが想定されます。 

また、近年、高齢者を狙った詐欺、悪質な運転による交通事故など、身近で発生する事件・事

故が多様化・複雑化しています。 

草津市 

本市では、災害から命を守るため、行政主導のハード対策・ソフト対策だけではなく、官民共通

理解のもと、住民主体の防災対策を進めています。 

また、日常生活における身近な安全・安心を確保するため、市民や関係団体等と連携し、地域

の自主的な防犯・事故防止活動の支援などを行っています。 

こうした中、普段から災害に対する備えが重要であり、自らリスクを認識し正しく行動する自助、

地域の見守りや支え合いの輪による共助、行政などによる公助のバランスの取れた取組により、災

害が起こった場合においても、被害を最小限に留める仕組みづくりを進めるとともに、発災後の支

援等の充実に向けた取組を進めていく必要があります。 

また、安全・安心で住みよいまちづくりを実現するためには、自分たちの地域は自分たちで守ると
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いう意識を高め、市民や関係団体等と連携し、犯罪や事故の防止に向けた取組をより進めていく

必要があります。 

 

地 域 コミュニティの拡 充 に向 けて  

全国 

少子高齢化・人口減少が進行し、核家族や単身高齢者世帯が増加する中、地域住民のつな

がりの希薄化が進み、市民ニーズや地域が抱える課題が多様化・複雑化しています。町内会加入

率の低下に見られるように、地域への帰属意識の低下、地域における担い手の高齢化やリーダー不

足など、地域コミュニティの機能の低下が懸念されています。 

こうした中、ボランティア団体や NPO 法人などによる市民活動が広まりつつあることから、こうした

団体や組織の主体的なあるいは行政との協働による取組を進め、公共的課題の解決を図っていく

必要があり、市民が必要とする情報をわかりやすく伝えるとともに市民ニーズを的確に把握し、市民

と行政との情報共有や相互の理解を深めていくことが重要となります。 

草津市 

本市では、ひとり暮らし世帯、核家族世帯の増加や価値観の多様化などにより、地域活動に

参加しない人が増えるなど、地域コミュニティの希薄化が懸念されます。また、ボランティア団体や

NPO 法人などの活動の輪が広がるなど、市民活動の気運が高まりつつありますが、構成員の高齢

化による担い手不足や活動を継続していくための資金や場所の確保が課題となっています。 

こうした中、地域活動の参加促進を進めていくためには、多様な世帯、価値観があることを考慮

するとともに地域ごとの課題や住民ニーズを的確にとらえ、新たな担い手の確保の仕組みを検討す

る必要があります。また、中間支援組織（※６）をはじめ、多様な主体と連携し、若い世代の担い

手育成と市民公益活動支援の方法について検討する必要があります。 

 

 （※６）まちづくりを活性化させるために組織が持つノウハウ、情報、ネットワーク等を活用し、まちづくりに取り組む各主体の活動を支

援するなど、市民と市民、市民と市などの間に立って、各主体の連携を促進するコーディネート役を担う組織のこと。本市で

は、中間支援組織として（公財）草津市コミュニティ事業団と（社福）草津市社会福祉協議会を指定しています。 

 

地 球 環 境 の保 全 に向 けて  

全国 

世界的規模では、人口増加や経済活動の拡大によるエネルギー需要の拡大が、地球温暖化な

ど地球的規模の環境問題を生じさせており、これを解決するためには、資源の大量消費を見直し、

省資源・省エネルギー型に社会や生活を変えていくことが必要となっています。 

こうした中、国では、東日本大震災を契機にエネルギー政策を見直し、再生可能エネルギーへの

転換を進めるなど、資源やエネルギーを大量に消費する社会から持続可能な社会への転換に向け
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た取組を進めています。 

草津市 

本市では、省エネルギーの推進や再生可能エネルギーの活用等による環境負荷の低減に取り組

む事業者等の拡大を図るとともに、市民自らの日常生活の見直しと環境にやさしいライフスタイルの

実践ができる仕組みづくりを進めています。 

こうした中、持続可能な社会を実現するため、快適な生活環境の確保はもとより、自然環境の

保全、廃棄物の発生抑制と適正処理やリサイクルの推進、エネルギーの有効利用の促進などによ

り、環境負荷を低減し、環境に配慮したまちづくりと資源循環型社会の構築をさらに進めていく必

要があります。 

 

持 続 可 能 な都 市 構 造 の実 現 に向 けて  

全国 

これまで人口増加に伴い市街地が拡大してきましたが、近年の人口減少に伴い、多くの都市で

空き家・空き地が散発的に発生する都市のスポンジ化（※７）が顕在化しており、人口密度が低

下することで、生活サービス施設が失われるなど生活利便性の低下、管理されない土地や建物の

増加による治安・景観の悪化などを招くおそれがあります。また、道路や上下水道といった暮らしを

支える社会資本の老朽化が進んでおり、今後の少子高齢化や人口減少を見据えた対策が課題

となっています。 

こうした中、将来にわたって住民が健康・快適に暮らすためには、一定の人口密度を保ち、医療・

福祉・商業等の都市機能を確保することが必要であることから、持続可能な集約型の都市構造へ

の転換を図る必要があります。また、住民の暮らしを支える道路、上下水道といった社会資本を維

持していくためには、長期的な視点にたった都市経営が必要となっています。 

草津市 

本市では、市街地では人口増加傾向にありますが、一部の郊外部においては人口減少がすで

に進行しています。今後、地域間での人口および高齢化の差が著しくあらわれ、このままでは、郊外

部における生活環境や地域コミュニティの維持が困難になるおそれがあります。また、道路や上下水

道といった市民の暮らしを支える社会資本の老朽化が進んでいます。 

こうした中、人口減少や高齢化が進行する将来においても効率的で持続可能なまちづくりを実

現するため、市街地への居住および都市機能の誘導、郊外部での生活環境や地域コミュニティの

維持ならびに市街地と郊外部を結ぶ公共交通ネットワークの充実を図るなど「コンパクトシティ・プラ

ス・ネットワーク（※８）」のまちづくりを進める必要があります。また、将来にわたり快適な市民の生

活を支えるためには、道路、上下水道といった社会資本の戦略的な維持管理や更新等の対策が

必要となっています。 
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（※７）都市の内部で空地や空き家がランダムに数多く発生し、多数の小さな穴をもつスポンジのように都市の密度が低下すること。 

（※８）まちの各拠点を公共交通で結ぶという考え方のこと。本市では、人口減少や高齢化が進行する将来においても持続可能な

まちであり続けるために、草津市立地適正化計画、草津市版地域再生計画、草津市地域公共交通網形成計画を策定し、

各拠点を公共交通で結ぶコンパクトシティ・プラス・ネットワークのまちづくりを進めています。 

 

Society5.0 社 会 （超 スマート社 会 ）に向 けて  

全国 

国では、AI・ロボティクス等の先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、イノベーションから

新たな価値が創造されることにより、誰もが快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることができる

「Society5.0（※９）」の社会を世界に先駆け実現していく取組を進めています。 

こうした取組や技術開発が進むことにより、人口減少と少子高齢化が進行する中にあっても、国

際競争力の強化や産業・経済の活性化が図られるとともに、労働力不足への対応をはじめとする

社会的な課題解決にも寄与し、持続可能でより豊かな社会や暮らしに繋がることが期待されます。 

草津市 

本市では、業務の効率化等を目的に AI・ロボティクス等の先端技術の活用に向けての取組を進

めています。 

こうした中、今後は、来るべき Society5.0 社会を見据えて、さらなる業務の効率化や地域課題

の解決など、市民サービスの向上や地域経済の活性化等に向けて、先端技術の積極的な活用を

促進していく必要があります。 

 

（※９）サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の

解決を両立する、人間中心の社会（Society）のこと。狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会

（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において国が目指

すべき未来社会の姿として初めて提唱しました。 

 

SDGs（持 続 可 能 な開 発 目 標 ）の推 進 に向 けて 

全国 

SDGs とは、平成２７年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals）」のことで、２０３０年を期限とする、先進国を含む国際

社会全体の１７の目標と１６９のターゲットで構成され、「誰一人取り残さない」を理念とした国

際社会における共通目標です。 

国においても、平成２８年５月に政府内に SDGs 推進本部が設置されるとともに、同年１２

月には、「持続可能で強靭、そして誰一人取り残さない、経済、社会、環境の統合的向上が実現

された未来への先駆者を目指す」をビジョンとする SDGs の実施指針が決定されました。実施指針

では、ビジョンを達成するための８つの優先課題と具体的施策が定められており、その達成に向け
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た取組を進めていく必要があります。 

草津市 

本市では、これまでからも SDGs の理念に沿った取組を進めてきました。 

今後も、SDGs の理念を十分理解した上で、市民、事業者、団体等の多様なステークホルダー

（利害関係者）との連携を図りながら、経済、社会、環境の三側面をつなぐ統合的取組など、

持続可能なまちづくりの実現を目指した取組をさらに進めていく必要があります。 

 
 

持 続 可 能 な地 域 経 営 に向 けて  

全国 

国においては、平成 12 年の地方分権一括法の施行以降、地域での自立した取組が進められ

ており、ふるさと納税やクラウドファンディング等の制度が定着してきました。また、少子高齢化に伴う

人口減少の進行や社会資本ストックの老朽化など、これまでの右肩上がりの時代ではなくなりまし

た。 

こうした中、これからの時代を生き抜く基礎自治体であるためには、自立していく覚悟と他の自治

体と異なった独自性のある取組や多様な主体との協働など、限られた資源の中で最大限の効果

を発揮できるような知恵と工夫が必要となっています。 

また、複数の自治体で構成する圏域での課題解決に向けた議論が進められています。 

草津市 

本市では、今後、高齢化の進行や生産年齢人口の減少を背景に、市税収入の減少や社会

保障関係経費の増大等による慢性的な財源不足が予想されています。 



 

21 

 

こうした中、これまでの行財政改革の取組をより一層推進し、新たな財源の確保、職員や組

織、税収などの行財政資源を効率よく活用するとともに、行政だけではなく、市民や地域、市民公

益活動団体、企業等の多様な主体との協働により、地域が持続的に発展していく取組をさらに進

めていく必要があります。 

また、広域的な共通課題の解決を図るためには、本市の強みを生かした中で、国や県をはじめ

他自治体との更なる連携を検討する必要があります。 

 



 

 

 

 

 

 

 

  


